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年　　月　　日

確　約　書
東 京 都 知 事　　殿


令和５年度国際スポーツ大会誘致・開催支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）第６条の規定に基づく申請を行うに当たり、下記の事項を遵守することを確約します。


記

1　要綱の内容を確実に確認しました。内容を遵守し、適正に事業を実施します。

2　分担金が税金を原資とした公金であるということを理解し、善良な管理者の注意を持って公正に会計処理を行います。

3　東京都からの調査・指導に対し、適正に対応します。

4　不適正な会計処理等を行った場合、過去に遡って分担金の返還を行う上、請求に応じて違約加算金の支払いを行います。また、都は、当該返還請求のあった年度の翌年度から５年以内で、当事業並びに都が別に指定する東京都生活文化スポーツ局実施のスポーツ関連事業における補助金・分担金の受給対象者から除外することができることを確認します。




団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役職名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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第 ７ 号様式（第６条関係 ）     年    月    日     確   約   書   東   京   都   知   事    殿       令和５年度国際スポーツ大会誘致・開催支援事業実施要綱 （以下「要綱」という。）第６ 条の規定に基づく申請を行うに当たり、 下記 の事項を遵守することを 確約 します。       記     1   要綱 の内容を確実に確認しました。内容を 遵守 し、適正に事業を実施します。     2   分担金が 税金を原資とした 公金 であるということを理解 し、 善良な管理者の注意を持っ て公正に 会計処理を行います。     3   東京都 からの調査・指導に対し、適正に対応します。     4   不適正な会計処理 等を行った場合、 過去に遡って分担金の返還を行う上、 請求に 応じて 違約加算金 の 支払い を行います。また、 都は、当該返還請求のあった 年度の翌年度から５ 年以内で、当事業並びに都が別に指定する東京都生活文化スポーツ局実施のスポーツ関連 事業における補助金・分担金の受給対象者から除外することができる ことを確認します。           団体名 ：                            役職名：                            氏   名：                         

